
【参考】経緯 

 

平成１７年  ８月 １日 公正取引委員会が元副総裁を刑事告発 

 

  同      ８月１５日 公正取引委員会が元理事を刑事告発 

 

  同      ９月２９日 公正取引委員会が４５社に対し排除勧告及び日本道

路公団に対し、改善措置要求 

 

  平成１８年  ２月１６日 ＮＥＸＣＯ各社が共同で公正取引委員会に対し、改善

措置内容等を報告及び公表 

 

３月２４日 公正取引委員会が４３社に対し課徴金納付命令 

 

  同      ９月１２日 ＮＥＸＣＯ各社及び日本高速道路保有・債務返済機構

が２５事業者に対し違約金を請求 

（以後工事竣工後に順次請求） 

 

同     １１月１０日 企業（２３社）及び個人に東京高裁で有罪判決（８名） 

 

  平成１９年  ９月２１日 企業（３社）及び個人（２名）に東京高裁で有罪判決 

  

同      １２月７日 元理事に東京高裁で有罪判決       

 

  平成２０年  ６月２５日 ＮＥＸＣＯ各社及び日本高速道路保有・債務返済機構

が５７社に対し損害賠償金を請求 

 

同      ７月 ４日 元副総裁に東京高裁で有罪判決 

同      ７月２４日 ＮＥＸＣＯ各社が入札談合等関与防止法第４条第１

項及び第２項に基づく調査結果をとりまとめ 

ＮＥＸＣＯ各社及び日本高速道路保有・債務返済機

構が元副総裁他３名に対し損害賠償金を請求 

 

同     １２月１９日 ＮＥＸＣＯ各社及び日本高速道路保有・債務返済機構

が３０社及び元副総裁他３名に対し提訴 

 


